地方独立行政法人大阪府立病院機構　中期目標変更に係る新旧対照表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　　　変　更　案　　　　　　　
	
現　　行
	変更理由　　　



	前文
地方独立行政法人大阪府立病院機構（以下「府立病院機構」という。）は、都道府県立病院では全国で初めて設立された地方独立行政法人であり、平成18年度の設立以降、「高度専門医療の提供と府域の医療水準の向上」、「患者・府民の満足度向上」及びこれらを支える「安定的な病院経営の確立」を基本理念として、府立の5病院の運営・改革に取り組んできた。
設立から平成22年度までの第1期中期目標期間中においては、府立病院機構職員が一丸となって、5病院の機能分担と連携のもと府民ニーズや新たな医療課題に適切に対応し、診療機能の充実・強化及び経営改善を図り、質の高い医療サービスの効果的な提供に努めてきた結果、設立当初の不良債務を目標期間中に解消できる見込みとなった。
一方、医師・看護師など医療人材不足が深刻化するなか、新型インフルエンザなど感染症対策や救命救急医療の強化、がん対策の充実、難病への対応など、高度専門医療を担う府立病院の責務はますます高まりつつある。
また、近年の医療技術の進展はめざましく、化学療法、放射線療法など新たながん治療法の開発・普及など高度先進医療を担う府立の病院に相応しい施設・医療機器を備え、府民の期待に応えていく必要がある。
第2期中期目標においては、安定的な収支構造の確立を前提に、こうした課題に的確に対応できるよう、高度専門医療を行うための施設、医療機器の整備や優秀な医療人材を育成・確保するための環境整備など、将来に向けた投資を着実に行い、さらなる医療技術・医療サービスの向上、経営改善をめざすこととする。
また、医療や病院経営をめぐる環境変化に迅速かつ柔軟に対応できるよう、より機動的かつ自律的な病院運営体制の構築に取り組んでいく。
第2期中期目標の策定にあたっては、地方独立行政法人としての第1期中期目標期間中の経営面・運営面における実績を踏まえ、引き続き現行の運営形態を維持・継続することとし、さらに第1期に引き続き3つの基本理念を維持しつつ5つの病院の機能分担と連携のもと、さらなる自律性・機動性・透明性の高い病院運営に努め、患者及び府民の信頼に最大限応えていくことを期待する。
また、大阪府域全体で最適となるよう医療資源の有効活用を図り、新たな大都市制度における公立病院として適切な役割を担うため、大阪府市統合本部において示された基本的方向性を踏まえ、大阪府として決定した府市病院統合に向けた検討を進めていく。
第１～第４　（略）
第５　その他業務運営に関する重要事項
大阪府域全体で最適となるよう医療資源の有効活用を図り、新たな大都市制度における公立病院として適切な役割を担うため、一般地方独立行政法人（非公務員型）への移行を進めながら、大都市制度移行時に府市病院の法人を一体化する方向で検討を進めること。

大阪市南部医療圏における小児医療・周産期医療の充実などを図るため、平成28年度の供用開始を目指し、急性期・総合医療センター敷地内における新棟「大阪府市共同住吉母子医療センター（仮称）」の整備事業を着実に推進すること。
精神医療センターの再編整備について、平成24年度中の開院を目指して事業を着実に進めること。また、ＰＦＩ事業者の民間ノウハウを活用し、質の高いサービスを提供すること。
成人病センターの移転整備については、開院後のがん医療日本一の実現に向け、最新の施設や医療機器を整備し、がん医療の進展に対応した機能強化を図るとともに、手術件数、放射線治療件数、外来化学療法件数など、治療実績のさらなる向上を図るため、平成28年度中の開院を目指し事業を着実に進めること。
また、新成人病センター隣接地に整備する粒子線がん治療施設については、施設を整備運営する事業者と相互に連携し、府民に対して最先端のがん医療を提供することができるよう検討を進めること。

なお、府立病院機構の収支や事業者の運営状況を精査しながら、府立病院機構が取得する用地の確保が経営を圧迫しないよう、府として支援していく。
母子保健総合医療センター手術棟整備については、平成22年１月に策定した大阪府地域医療再生計画に基づき、小児重症患者への対応を強化するため、平成25年度中の竣工を目指し事業を着実に進めること。
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●大阪府市統合本部会議における方針決定に伴う項目の追加

●大阪府市統合本部会議における方針決定に伴う記載の追加

●粒子線がん治療施設にかかる府の方針決定（予定）に伴う記載の追加
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